
財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記

該当事項なし。

　　「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券

①時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

　　　

最終仕入原価法による原価法によっている。

①有形固定資産　（リース資産を含む。）

定率法による減価償却を実施している。

②無形固定資産

定額法による減価償却を実施している。

①賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

②退職給付引当金

職員の退職給付の支給に備えるため、期末自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

③役員退任慰労引当金

役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

平成21年4月1日から契約納品されたリース資産については、リース会計基準に準じた会計処理によっている。

それ以前に契約納品されたリース資産については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特 定 資 産

461,986,877      -                     26,333,250       435,653,627      

13,872,603       -                     2,237,911         11,634,692       

350,000            -                     69,998             280,002            

3,243,409         -                     1,083,300         2,160,109         

1,416,483         68,000,000       10,175,002       59,241,481       

5,140,138         -                     1,307,497         3,832,641         

611,111,110      -                     -                     611,111,110      

1,097,120,620   68,000,000       41,206,958       1,123,913,662   

２．重要な会計方針

  (1)  有価証券の評価基準及び評価方法

  (2)  棚卸資産の評価基準及び評価方法

  (3)  固定資産の減価償却の方法

  (4)  引当金の計上基準

  (5)  リース取引の処理方法

  (6)  消費税等の会計処理

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

科　　　　　　　目

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

什 器 備 品

建 設 積 立 預 金

合　　　　　　　　　　計



基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
(うち指定正味財産 (うち一般正味財産 (うち負債に

からの充当額) からの充当額) 対応する額)

特 定 資 産

435,653,627      435,653,627)(      -                     -

11,634,692       8,208,413)(         3,426,279)(         -

280,002            120,001)(            160,001)(            -

2,160,109         798,252)(            1,361,857)(         -

59,241,481       27,111,908)(       32,129,573)(       -

3,832,641         1,714,949)(         2,117,692)(         -

611,111,110      0)(                     611,111,110)(      -

1,123,913,662   473,607,150)(      650,306,512)(      0)(                     

５．担保に供している資産

建物及び建物附属設備217,347,737円（帳簿価額）は、短期借入金28,333,000円、一年以内返済長期借入金41,071,000円、

長期借入金70,517,000円の担保に供している。

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

特 定 資 産

1,250,104,076 814,450,449 435,653,627

174,907,159 163,272,467 11,634,692

7,000,000 6,719,998 280,002

25,246,948 23,086,839 2,160,109

213,748,000 154,506,519 59,241,481

46,242,100 42,409,459 3,832,641

1,717,248,283 1,204,445,731 512,802,552

その他の固定資産

2,333,564,267 1,919,196,063 414,368,204

918,064,249 835,987,734 82,076,515

173,378,857 162,023,707 11,355,150

126,950,179 121,501,617 5,448,562

311,495,640 278,502,092 32,993,548

576,740,244 464,935,841 111,804,403

451,181,787 314,268,137 136,913,650

18,203,970 17,449,570 754,400

4,909,579,193 4,113,864,761 795,714,432

6,626,827,476 5,318,310,492 1,308,516,984

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当事項なし。

８．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く）等の偶発債務

該当事項なし。

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当事項なし。

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

    科　　　　　　　目 当期末残高

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

什 器 備 品

建 設 積 立 預 金

合　　　　　　　　　　計

科　　　　　　　目

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

什 器 備 品

小　　　　　計

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

什 器 備 品

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

小　　　　　計

合　　　　　　　　　　計



10．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　補  助  金

東   京   都 -                     3,223,000         3,223,000         -            

東   京   都 -                     204,000            204,000            -            

経済産業省 -                     500,000            500,000            -            

東   京   都 31,340             31,340             -            

　助  成  金

東京都保健福祉財団 -                     114,000            114,000            -            

東   京   都 -                     100,000            100,000            -            

-                     4,172,340         4,172,340         -            

11．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

金    額

経常収益への振替額

  減価償却費計上による振替額 33,140,859

33,140,859

12．関連当事者間との取引の内容

該当事項なし。

13．重要な後発事象

該当事項なし。

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

院内保育事業運営費補助金

合　　　　　計

報告業務補助金

介護福祉国家資格助成金

災害拠点連携病院運営協力金

合　　　　　　　　　　計

内   　 容

IT導入補助金

精神障害者早期退院支援事業補助金


